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諮問庁：国税庁長官 

諮問日：平成２９年７月１０日（平成２９年（行個）諮問第１１２号） 

答申日：平成３０年７月２日（平成３０年度（行個）答申第６１号） 

事件名：本人の夫に係る公務災害関係書類の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

公務災害関係書類に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人

情報」という。）につき，その一部を不開示とした決定については，別紙

の３に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年３月３１

日付け特定記号第３４号により特定国税局長（以下「処分庁」とい

う。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，そ

の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由  

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

以下のとおりである。 

 内容が全く把握できないため，不開示としている黒塗り部分を開示して

ください。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件開示請求等について 

本件開示請求は，処分庁に対して，「私（審査請求人）の夫である亡特

定個人Ａ（特定年月日生）の死亡につき特定税務署長に対し公務災害の認

定の件につき貴庁が収集作成した一切の文書」に記録されている保有個人

情報（以下「本件請求保有個人情報」という。）の開示を求めるものであ

る。 

処分庁は，本件開示請求に対し，本件対象保有個人情報を特定した上で，

別紙の２に掲げる部分（以下「本件不開示部分」という。）について，平

成２９年３月３１日付け特定記号第３４号により，法１４条２号並びに７

号柱書き及び同号ニの不開示情報に該当するとして，一部開示決定（原処

分）を行った。 

これに対し，審査請求人は，不開示とされた部分の開示を求めているこ

とから，以下，本件不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 
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 ２ 本件対象保有個人情報について 

 本件開示請求は，本件請求保有個人情報の開示を求めたものである。 

 法２条２項は，当該法律において「個人情報」とは，生存する個人に関

する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等に

より特定の個人を識別することができるものをいう旨規定しており，本法

における「個人情報」の範囲を生存する個人に関する情報に限っていると

ころ，死者に関する情報であっても，当該情報が遺族等の生存する個人に

関する情報でもある場合には，生存する個人を本人とする個人情報として

保護の対象となることとされている。 

 本件において，審査請求人の夫の死亡が公務災害と認定されたことによ

り，審査請求人に遺族年金受給権が生じていることから，本件対象保有個

人情報は，妻である審査請求人の保有個人情報にも該当すると認められる。 

３ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）法１４条２号該当性 

  ア 法１４条２号について 

    法１４条２号は，「開示請求者以外の個人に関する情報」であって，

当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により開示請求者

以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合する

ことにより，開示請求者以外の特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）を不開示情報と規定している。そして，「開

示請求者以外の個人に関する情報」には，生存する個人に関する情報

のほか，死亡した個人に関する情報も含まれる。 

ただし，法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることが

でき，又は知ることが予定されている情報については，当該不開示

情報から除かれている（法１４条２号ただし書，同号イ）。 

また，開示請求者以外の特定の個人が公務員等である場合において，

当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは，当該情報のう

ち当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分については，

開示することとなる（法１４条２号ハ）。 

イ 本件不開示部分について 

（ア）本件不開示部分のうち，別紙の２において不開示とした理由を１

とした部分については，審査請求人（開示請求者）以外の特定個人

の職歴，既往歴，職員番号，人事管理上の記録，具体的な発言内容，

職場・家庭環境における状況，休暇取得状況及び休暇取得理由，電

話・窓口対応に関する具体的かつ詳細な情報等が記載されている。 

当該部分は，審査請求人以外の特定の個人を識別することができ

るものであり，開示することにより，当該個人が中傷や非難を受け

るなど，審査請求人以外の特定の個人の権利利益が損なわれるおそ
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れがあるものと認められる。 

   （イ）また，当該部分における審査請求人の亡夫特定個人Ａに関する情

報は，配偶者であっても通常知ることのない職場情報であることか

ら，法令の規定により又は慣行として知ることができ，又は知るこ

とが予定されている情報には該当しないと認められる。 

   （ウ）そして，当該部分に記載された情報には，一部，公務員の職務の

遂行に係る情報に該当すると認められるものがあるが，これを開示

することにより，当該個人が中傷や非難を受けるなど，審査請求人

以外の特定の個人（公務員以外の個人を含む）の権利利益が損なわ

れるおそれがあると認められる。 

   （エ）したがって，当該部分は，法１４条２号の不開示情報に該当する

と認められることから，不開示とすることが相当である。 

 （２）法１４条７号柱書き該当性 

   ア 法１４条７号柱書きについて 

法１４条７号柱書きは，国の機関が行う事務に関する情報であって，

開示することにより，当該事務の性質上，当該事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるものを不開示情報とする旨規定している。 

   イ 本件不開示部分について 

 本件不開示部分のうち，別紙の２において不開示とした理由を２

とした部分については，災害補償事務において聴取を受け，資料を

提出した職員（以下「申出人」という。）の氏名，所属，官職名，

身分，立場，印影，筆跡，証言内容等が記載されている。 

 当該部分を開示することにより，申出人が特定され，または，他

の情報と照合することにより申出人を特定することが可能となるこ

とから，申出人が中傷や非難を受けるおそれがあり，その結果，申

出人が災害補償事務への協力をちゅうちょし，じ後の災害補償事務

における自由な証言と資料の確保に支障を来すことにより，災害補

償事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

 したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きの不開示情報に該

当すると認められることから，不開示とすることが相当である。 

 （３）法１４条７号ニ該当性 

ア 法１４条７号ニについて 

法１４条７号ニは，国の機関が行う事務に関する情報であって，開

示することにより，人事管理に係る事務に関し，公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがあるものを不開示情報として規定

している。 

   イ 本件不開示部分について 

 本件不開示部分のうち，別紙の２において不開示とした理由を３
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とした部分については，特定官職へ配置させる目的，人事配置上の

検討事項等が記載されている。 

 当該部分を開示することにより，人事配置上の目的や検討事項が

明らかとなり，今後の公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすお

それがある。 

 したがって，当該部分は，法１４条７号ニの不開示情報に該当す

ると認められることから，不開示とすることが相当である。 

 ４ 結論 

 以上のことから，本件対象保有個人情報のうち不開示とした部分は，法

１４条２号並びに７号柱書き及び同号ニの不開示情報に該当すると認めら

れるので，原処分は妥当であると判断する。  

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年７月１０日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２０日       審議 

④ 平成３０年４月２５日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑤ 同年５月１０日     審議 

   ⑥ 同年６月７日      審議 

   ⑦ 同月１４日       審議 

   ⑧ 同月２８日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，本件請求保有個人情報の開示を求めるものであり，処

分庁は，本件対象保有個人情報（具体的には，別紙の１に掲げる文書に記

録された保有個人情報）を特定した上で，本件不開示部分を法１４条２号

並びに７号柱書き及びニの不開示情報に該当するとして一部開示決定（原

処分）を行った。 

これに対し，審査請求人は，本件不開示部分を開示するよう求めている

ところ，諮問庁は，原処分を維持すべきとしていることから，以下，本件

対象保有個人情報の見分結果を踏まえ，本件不開示部分の不開示情報該当

性について検討する。 

 ２ 不開示情報該当性について 

（１）不開示理由１に係る部分について（下記（２）に掲げる部分を除

く。） 

 ア 別紙の３に掲げる部分について 

当該部分のうち別紙の３番号１に掲げる部分には，特定個人Ａの所
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属名及び職名が，番号２，６及び７に掲げる部分には，特定個人Ａ

の既往歴に係る情報が，番号４，５及び８ないし１４に掲げる部分

には，特定個人Ａの休暇取得状況及び休暇取得理由に係る情報が記

録されている。 

特定個人Ａの配偶者である審査請求人が公務災害申請に際し，特定

税務署長に提出した陳述書等からすると，これらの情報は，審査請

求人が知り得る情報であると認めるのが相当である。 

以上のことから，当該部分に記録された保有個人情報は，いずれも

法１４条２号ただし書イの慣行として審査請求人が知り得る情報に

該当すると認められるので，開示すべきである。 

イ その余の部分について 

（ア）公務員の経歴等に関する情報について 

別紙の２の番号９ないし１３，２０及び７７の「１について」の

一部について，当審査会において見分したところ，特定個人Ａの人

事管理上の詳細な記録又は他の職員の経歴に関する情報が記録され

ていることが認められる。 

 当該不開示部分のうち，特定個人Ａに係る情報は，法１４条２号

本文前段に規定する審査請求人以外の個人に関する情報であって，

特定の個人を識別できるものに該当する。また，他の職員に係る情

報については，その氏名は明記されていないが，役職名が記載され

ており，所属部署名や所属時期が明らかになっている以上，他の情

報と照合すれば当該職員を識別することが可能と認められるから，

これについても，同号本文前段に規定する情報であると認められる。 

 諮問庁は，当該部分の法１４条２号ただし書該当性について，配

偶者であっても通常知ることのない職場情報であることから，同号

ただし書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハのいずれにも

該当しないと説明する。確かに，特定個人Ａに係る部分については，

人事管理上の記録に係る具体的な情報であるため，特定個人Ａに係

る情報であったとしても，上記アの所属先部署や職名とは異なり，

審査請求人が，特定個人Ａから聞くなどして，慣行として知ること

ができたとまでは認め難く，その他の職員に係る部分については，

審査請求人が知り得る情報と認めるに足りる事情は認められないか

ら，同号ただし書イに該当するとは認められない。また，同号ただ

し書ロ及びハに該当する事情も認められない。そして，当該不開示

部分については，個人識別部分が既に開示されていると認められる

ことから，法１５条２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分については，法１４条２号に該当す

ると認められるので，不開示としたことは妥当である。 
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（イ）医師の氏名等について 

  別紙の２の番号２２ないし２６（上記アに掲げる部分を除

く。）に掲げる部分について，当審査会において見分したところ，

検査医療機関名，医師名及びその印影が記録されていることが認め

られる。 

  当該部分は，法１４条２号本文前段に規定する審査請求人以外

の個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものに該当

し，かつ，審査請求人が知り得る情報であるとは認められないこと

から，同号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロに該当する事情

も認められず，当該医師は公務員ではないから，同号ただし書ハに

も該当しない。 

  また，当該部分は，個人識別部分であり，法１５条２項による

部分開示の余地もない。 

  したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とす

ることが妥当である。   

（ウ）その余の部分について 

  別紙の２の番号３，４，１４，１８（上記アに掲げる部分を除

く。），４７，４９ないし５２，５４，５５，５７ないし６０及び

７７の「２について」の一部並びに７８ないし８９に掲げる部分に

ついて，当審査会において見分したところ，公務員である特定個人

Ａ又は他の職員が公務員以外の個人（以下「特定個人Ｂ」とい

う。）に対応した際の言動が記録されていることが認められる。   

  当該部分は，特定個人Ｂと特定個人Ａ又は他の職員とのやり取

りを記載したものであって，その内容からすると，特定個人Ａ又は

他の職員と特定個人Ｂの言動を区分することはできず，全体が特定

個人Ａ又は他の職員に係る保有個人情報であると同時に，特定個人

Ｂに係る保有個人情報でもあるが，まずは，特定個人Ｂに係る保有

個人情報として，以下検討する。 

当該部分は，特定個人Ｂに係る法１４条２号の審査請求人以外の

個人に関する情報であって，当該個人の氏名は記載されていないも

のの，これを開示すると，関係者等一定範囲の者には特定個人Ｂを

特定することが可能であり，これら一定範囲の者に個人的な情報が

知られることとなり，当該個人の権利利益を害するおそれがあると

認められる。 

以上のことから，当該部分は，法１４条２号本文後段に該当し，

かつ，審査請求人が知り得る情報であるとは認められないことから，

同号ただし書イに該当せず，特定個人Ｂは公務員ではないから，同

号ただし書ハにも該当しない。また，開示請求書及び審査請求書の



 7 

記載によれば，同号ただし書ロに関する主張はなく，その他同号た

だし書ロに該当すると認められる事情はない。 

  したがって，当該不開示部分については，特定個人Ａ又は他の

職員の保有個人情報として検討するまでもなく，法１４条２号に該

当すると認められるので，不開示としたことは妥当である。 

（２）不開示理由２に係る部分について 

  ア 別紙の３に掲げる部分について 

  別紙の３番号３に掲げる部分には，災害補償事務において，資料を

提出した職員の名字，官職が記録されている。 

  諮問庁は，これを開示すると，当該職員が特定され，当該職員が中

傷や非難を受けるおそれがあり，その結果，申出人が災害補償事務へ

の協力をちゅうちょし，じ後の災害補償事務における自由な証言と資

料の確保に支障を来すことにより，災害補償事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあると説明する。 

  しかしながら，当該職員の役職柄，作成し提出するのが当然と思わ

れる資料に係る情報であることから，仮に当該部分を開示しても，申

出人が災害補償事務への協力をちゅうちょし，じ後の災害補償事務に

おける自由な証言と資料の確保に支障を来すことにより，災害補償事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められず，法１４

条７号柱書きの不開示情報に該当せず，開示すべきである。 

イ その余の部分について 

別紙の２において不開示とした理由を２とした部分（別紙の２の番

号２，６，７，８（上記アに掲げる部分を除く。），１５，１７，

１９，２７ないし４６，４８，５３，５６，６１ないし６３，９０

ないし９６，９８及び１００ないし１０２に掲げる部分）について，

当審査会において見分したところ，災害補償事務において，聴取を

受け，資料を提出した職員の氏名，所属，官職，印影，筆跡及び証

言内容等が記録されていることが認められる。 

 当該不開示部分は，これを開示すると，当該職員が特定され，ま

たは，他の情報と照合することにより当該職員を特定することが可

能となることから，当該職員が中傷や非難を受けるおそれがあり，

その結果，申出人が災害補償事務への協力をちゅうちょし，じ後の

災害補償事務における自由な証言と資料の確保に支障を来すことに

より，災害補償事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとす

る諮問庁の上記第３の３（２）イの説明は否定し難い。 

以上のことから，当該部分については，法１４条７号柱書きの不開

示情報に該当し，同条２号について判断するまでもなく，不開示と

したことは妥当である。 
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（３）不開示理由３について 

別紙の２において不開示とした理由を３とした部分（別紙の２の番号

９７及び９９に掲げる部分）について，当審査会において見分したとこ

ろ，人事配置上の目的や位置付けが記録されていることが認められる。 

当該不開示部分は，これを開示すると人事配置上の目的や検討事項が

明らかとなり，今後の公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ

があるとする諮問庁の上記第３の３（３）イの説明は否定し難い。 

以上のことから，当該部分については，法１４条７号ニの不開示情報

に該当し，不開示としたことは妥当である。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号並びに７号柱書き及びニに該当するとして不開示とした決定については，

別紙の３に掲げる部分以外の部分は，同条２号並びに７号柱書き及びニに

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であるが，別紙の３

に掲げる部分は，同条２号及び７号柱書きのいずれにも該当せず，開示す

べきであると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 

 

１ 本件対象保有個人情報が記録された文書 

 

１～１４４枚目 特定国税局が公務災害の認定の可否判断をした書類及び資料 

１４５～１６９枚目 人事院からの質問事項及びそれに対する回答 

１７０～１７５枚目 公務災害の承認通知（国税庁と人事院との協議の結果） 

１７６～１８０枚目 特定国税局における公務災害の認定決裁文書 

１８１～２３１枚目 審査請求人から提出された文書等 

 

２ 本件不開示部分 

 

番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

１ １ ２の一部 １ 

２ ２ ロの一部 ２ 

３ ２ ニの一部 １ 

４ ３ ニの一部 １ 

５ ３ （２）の表の一部 １ 

６ ４ ５の一部 １，２ 

７ ８ ３欄の一部 １，２ 

８ １０ 目次の一部 ２ 

９ １１ 

「職員番号」欄，「試験・資格」欄の一部，

「研修」欄，「表彰」欄の一部，「公務災害」

欄，「備考」欄 

１ 

１０ １２ 
「年月日」欄，「勤務記録事項」欄，「発令者

」欄 
１ 

１１ １３ 
「年月日」欄，「勤務記録事項」欄の一部，「

発令者」欄の一部 
１ 

１２ １４ 
「年月日」欄の一部，「勤務記録事項」欄の一

部，「発令者」欄の一部 
１ 

１３ １５ 
「年月日」欄の一部，「勤務記録事項」欄の一

部，「発令者」欄の一部 
１ 

１４ ４３ 「勤務状況」欄の一部 １ 

１５ ４４ 「勤務状況」欄の一部 １，２ 

１６ ４５ 
「職務内容等」欄の一部，「退庁時間」欄の一

部，「家庭環境等」欄の一部 
１ 
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番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

１７ ４５ 吹き出し １，２ 

１８ ４６ 
「職務内容等」欄の一部，「退庁時間」欄の一

部，「家庭環境等」欄の一部 
１ 

１９ ４６ 吹き出し １，２ 

２０ ４７ 「職員番号」欄 １ 

２１ ６９ （２）の表の一部 １ 

２２ ７０ 

「所属」欄，「性別」欄の一部，「現指導区分

」欄，「○ 治療経過・検査所見など（検査報

告書のコピー添付でも可）」欄の一部，「【主

治医として希望する勤務条件】」欄の一部，「

検査医療機関名」，「医師名」欄の一部，欄外

上部の収受日付印の一部 

１ 

２３ ７１ 

「所属」欄，「性別」欄の一部，「現指導区分

」欄，「○ 病名」欄，「○ 治療経過・検査

所見など（検査報告書のコピー添付でも可）」

欄，「【主治医として希望する勤務条件】」欄

の一部，「検査医療機関名」，「医師名」欄の

一部，欄外上部の収受日付印の一部 

１ 

２４ ７２ 

「所属」欄，「性別」欄の一部，「現指導区分

」欄，「○ 病名」欄，「○ 治療経過・検査

所見など（検査報告書のコピー添付でも可）」

欄，「【主治医として希望する勤務条件】」欄

の一部，「検査医療機関名」，「医師名」欄の

一部，欄外上部の収受日付印の一部 

１ 

２５ ７３ 

「所属」欄，「性別」欄の一部，「現指導区分

」欄，「○ 病名」欄，「○ 治療経過・検査

所見など（検査報告書のコピー添付でも可）」

欄，「【主治医として希望する勤務条件】」欄

の一部，「検査医療機関名」，「医師名」欄の

一部，欄外上部の収受日付印の一部 

１ 

２６ ７４ 

「所属」欄，「現指導区分」欄，「【主治医と

して希望する勤務条件】」欄の一部，「検査医

療機関名」，「医師名」欄の一部 

１ 

２７ ９０ 項目の一部，本文の一部 １，２ 

２８ ９１ 本文の一部 １，２ 



 11 

番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

２９ ９２ 本文の一部 １，２ 

３０ ９３ 作成者名，項目，本文 ２ 

３１ ９４ 項目，本文 ２ 

３２ ９５ 項目，本文 ２ 

３３ ９６ 項目，本文 ２ 

３４ ９７ 項目，本文 ２ 

３５ ９８ 項目，本文 ２ 

３６ ９９ 
右上日付の下部，「職名」，「氏名」，「氏名

」の下部，項目，本文 
２ 

３７ １００ 項目，本文 ２ 

３８ １０１ 
右上日付の下部，「職名」，「氏名」，「氏名

」の下部，項目，本文 
２ 

３９ １０２ 項目，本文 ２ 

４０ １０３ 
右上日付の下部，「職名」，「氏名」，「氏名

」の下部，項目，本文 
２ 

４１ １０４ 項目，本文 ２ 

４２ １０５ 
右上日付の下部，「職名」，「氏名」，「氏名

」の下部，項目，本文 
２ 

４３ １０６ 項目，本文 ２ 

４４ １０７ 
右上日付の下部，「職名」，「氏名」，「氏名

」の下部，項目，本文 
２ 

４５ １０８ 項目，本文 ２ 

４６ １０９ 表題の一部，「職場での様子」欄 ２ 

４７ １１０ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

４８ １１０ 「所属・職名」欄，「氏名」欄 ２ 

４９ １１１ 本文 １ 

５０ １１２ 本文の一部 １ 

５１ １１３ 
「日時」，「当方」，「概要」，「要旨」の一

部 
１ 

５２ １１４ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

５３ １１４ 
「所属・職名」欄，「氏名」欄，「受話者」の

印影 
２ 

５４ １１５ 本文 １ 
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番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

５５ １１６ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文 
１ 

５６ １１６ 
「所属・職名」欄，「氏名」欄，「受話者」の

印影 
２ 

５７ １１７ 本文 １ 

５８ １１８ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄の一部，本文の一部 
１ 

５９ １１９ 本文の一部 １ 

６０ １２０ 本文 １ 

６１ １２１ 

「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄，「所属・職名」欄，「氏名」欄，「日

時」欄の一部 

２ 

６２ １２１ 本文の一部 １，２ 

６３ １２２ 本文 １，２ 

６４ １３２ 押印欄の一部，「摘要」欄の一部 １ 

６５ １３３ 押印欄の一部，「摘要」欄の一部 １ 

６６ １３４ 押印欄の一部，「摘要」欄の一部 １ 

６７ １３５ 押印欄の一部，「摘要」欄の一部 １ 

６８ １３６ 

「期間」欄の一部，「種別休憩区分」欄の一

部，「残日数時間」欄の一部，「本人の印」欄

の一部，「請求月日」欄の一部，「承認の可

否」欄の一部，「決裁」欄の一部，「勤務時間

管理員処理」欄の一部，「出勤簿等管理者処

理」欄の一部，「備考」欄の一部 

１ 

６９ １３７ 

「期間」欄，「種別休憩区分」欄，「残日数時

間」欄，「本人の印」欄，「請求月日」欄，「

承認の可否」欄，「決裁」欄，「勤務時間管理

員処理」欄，「出勤簿等管理者処理」欄，「備

考」欄 

１ 

７０ １３８ 

「期間」欄，「種別休憩区分」欄，「期間の連

続性の有無」欄，「理由」欄，「本人の印」

欄，「請求（申出）月日」欄，「証明書類の有

無」欄，「承認の可否」欄，「決裁」欄，「勤

務時間管理員処理」欄，「出勤簿等管理者処

理」欄，「備考」欄 

１ 
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番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

７１ １３９ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の

一部，「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，

「休暇の事由」欄，「年次休暇残日数（病気休

暇連続日数）」欄の一部，「休暇簿による請求

日」欄の一部，「承認／不承認」欄，「出勤簿

整理日」欄の一部 

１ 

７２ １４０ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の

一部，「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，

「休暇の事由」欄，「年次休暇残日数（病気休

暇連続日数）」欄の一部，「休暇簿による請求

日」欄の一部，「承認／不承認」欄，「出勤簿

整理日」欄の一部 

１ 

７３ １４１ 

「期間」欄の一部，「種別休憩区分」欄の一

部，「残日数時間」欄の一部，「本人の印」欄

の一部，「請求月日」欄の一部，「承認の可

否」欄の一部，「決裁」欄の一部，「勤務時間

管理員処理」欄の一部，「出勤簿等管理者処

理」欄の一部，「備考」欄の一部 

１ 

７４ １４２ 

「期間」欄，「種別休憩区分」欄，「残日数時

間」欄，「理由」欄，「本人の印」欄，「請求

（申出）月日」欄，「承認の可否」欄，「決裁

」欄，「勤務時間管理員処理」欄，「出勤簿等

管理者処理」欄，「備考」欄 

１ 

７５ １４３ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の

一部，「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，

「休暇の事由」欄，「年次休暇残日数（病気休

暇連続日数）」欄の一部，「休暇簿による請求

日」欄の一部，「承認／不承認」欄，「出勤簿

整理日」欄の一部 

１ 

７６ １４４ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の

一部，「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，

「休暇の事由」欄，「年次休暇残日数（病気休

暇連続日数）」欄の一部，「休暇簿による請求

日」欄の一部，「承認／不承認」欄，「出勤簿

整理日」欄の一部 

１ 
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番号 枚目 不開示とした部分 
不開示

理由 

７７ １４７ 「１について」の一部，「２について」の一部 １ 

７８ １４９ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

７９ １５０ 本文の一部 １ 

８０ １５１ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

８１ １５２ 本文の一部 １ 

８２ １５３ 本文 １ 

８３ １５４ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

８４ １５５ 本文の一部 １ 

８５ １５６ 本文の一部 １ 

８６ １５７ 本文の一部 １ 

８７ １５８ 本文 １ 

８８ １５９ 
「相手方」「当方」「日時」欄の左部，「相手

方」欄の一部，「日時」欄，本文の一部 
１ 

８９ １６０ 本文 １ 

９０ １６１ ②の一部 ２ 

９１ １６２ 
「１ 関係者からの聞き取り調査について」の

一部 
１，２ 

９２ １６３ 本文の一部 ２ 

９３ １６４ 
「住所」，「所属官職」，「氏名」，「生年月

日」，本文 
２ 

９４ １６５ 本文 ２ 

９５ １６６ 
「住所」，「所属官職」，「氏名」，「生年月

日」，本文 
２ 

９６ １６７ 本文の一部 ２ 

９７ １６８ 本文の一部 ３ 

９８ １６９ 本文の一部 １，２ 

９９ １７２ ハの一部 ３ 

１００ １７３ ロ①の一部，ロ②の一部 １，２ 

１０１ １７４ ロ②の一部 １，２ 

１０２ １７５ ロ②の一部，ロ③の一部 １，２ 
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３ 開示すべき部分 

 

番号 枚目 開示すべき部分 

１ １ 
１３行目ないし２５行目（原処分で不開示とした部分全

て） 

２ ３ （２）の表（原処分で不開示とした部分全て） 

３ １０ １２行目ないし１４行目 

４ ４５ 
「職務内容等」欄の一部，「退庁時間」欄の一部，「家

庭環境等」欄の一部（不開示とした部分全て） 

５ ４６ 

「職務内容等」欄の一部，「退庁時間」欄の一部，「家

庭環境等」欄の一部のうち休暇に係る部分（不開示とし

た部分のうち休暇に係る部分） 

６ ６９ （２）の表（不開示とした部分全て） 

７ 

７０ 

ないし 

７４ 

原処分で不開示とした部分のうち，「検査医療機関名」

欄及び「医師名」欄以外の部分 

８ 

１３２ 

ないし 

１３５ 

押印欄の一部，「摘要」欄の一部（原処分で不開示とし

た部分全て） 

９ 

１３６ 

及び 

１３７ 

「期間」欄の一部，「種別休憩区分」欄の一部，「残日

数時間」欄の一部，「本人の印」欄の一部，「請求月

日」欄の一部，「承認の可否」欄の一部，「決裁」欄の

一部，「勤務時間管理員処理」欄の一部，「出勤簿等管

理者処理」欄の一部，「備考」欄の一部（原処分で不開

示とした部分全て） 

１０ １３８ 

「期間」欄，「種別休憩区分」欄，「期間の連続性の有

無」欄，「理由」欄，「本人の印」欄，「請求（申出）

月日」欄，「証明書類の有無」欄，「承認の可否」欄，

「決裁」欄，「勤務時間管理員処理」欄，「出勤簿等管

理者処理」欄，「備考」欄（原処分で不開示とした部分

全て） 

１１ 

１３９ 

及び 

１４０ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の一部，

「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，「休暇の事由」

欄，「年次休暇残日数（病気休暇連続日数）」欄の一

部，「休暇簿による請求日」欄の一部，「承認／不承

認」欄，「出勤簿整理日」欄の一部（原処分で不開示と

した部分全て） 
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番号 枚目 開示すべき部分 

１２ １４１ 

「期間」欄の一部，「種別休憩区分」欄の一部，「残日

数時間」欄の一部，「本人の印」欄の一部，「請求月日

」欄の一部，「承認の可否」欄の一部，「決裁」欄の一

部，「勤務時間管理員処理」欄の一部，「出勤簿等管理

者処理」欄の一部，「備考」欄の一部（原処分で不開示

とした部分全て） 

１３ １４２ 

「期間」欄，「種別休憩区分」欄，「残日数時間」欄，

「理由」欄，「本人の印」欄，「請求（申出）月日」

欄，「承認の可否」欄，「決裁」欄，「勤務時間管理員

処理」欄，「出勤簿等管理者処理」欄，「備考」欄（原

処分で不開示とした部分全て） 

１４ 

１４３ 

ないし 

１４４ 

「連絡受理日時」欄の一部，「連絡方法」欄の一部，

「種類」欄の一部，「期間」欄の一部，「休暇の事由」

欄，「年次休暇残日数（病気休暇連続日数）」欄の一

部，「休暇簿による請求日」欄の一部，「承認／不承

認」欄，「出勤簿整理日」欄の一部（原処分で不開示と

した部分全て） 


